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 過体重であったり肥満である子どもたちは世界中で急速に増加しており、医療制度に大きな負担を

かけてきている。50 年以上にわたり小児肥満は徐々に蔓延し重症度は増加し、今や流行の域に達して

いる。ごく最近ユニセフは、地球上で初めて肥満児がやせ型の子どもたちを上回ったと報告した。こ

の傾向は小児肥満が成人期の肥満とその後に続く心代謝疾患、若年死亡への危険性を高める、という

観点から、公衆衛生にとって大きな課題をもたらしている。子どもの重度の肥満は治癒不可能な慢性

疾患であり、すなわちその子どもはその後の人生において標準体重には到達できないことを意味する。 

 日本も、幼少期の肥満増加傾向から免れてはいない。しかし世界的にみれば、日本は依然として子

どもの肥満蔓延率が最も低い国の一つである。ドイツでは約３分の１の子どもが過体重または肥満で

あるのに対し、日本では５人に１人未満である。肥満児のみに注目すると、その割合はドイツが日本

の約２倍である。 

 運動や食習慣など生活習慣の要因は、過体重や肥満の発症に重大な役割を果たす。幼少期の肥満防

止を目的とした予防のこころみは、子どもたちの実生活を構造的に改善することに焦点を当てるべき

である。そのためには、子どもたちが食事、遊び、学習を行う環境の改善が必要である。この点に関

し、日本のある種の習慣、食生活、健康に関連する政策は特に注目に値する。 

 運動は日本の公衆衛生分野の方針の基盤であり、文化的・社会的基準に深く根ざしている。日本の

子どもたちは身体を動かすことを積極的に行う機会に恵まれており、毎日のルーティンが運動を促す

ように働きかける。その顕著な例として、徒歩や自転車での通学が挙げられる。この一般的な風習は、

歩行者や自転車に優しいインフラ構造を優先する都市計画によって支えられている。徒歩通学は何十

年も前から定着しており、日本の子どもたちの大多数は徒歩または自転車で通学している。各自治体

の教育委員会は、通学路の実用性と安全を確保する。都市部では、学校は子どもたちの住居の近くに

あることが多いため、徒歩が好ましい通学手段となっている。保護者や地域ボランティアによる見守

りなどの安全対策が、このルーティンを維持するのに役立っている。 

 さらに学校は、体育の授業が必修であることを通して、運動を促進するにあたり中心的な役割を果

たしている。授業としての体育は、運動能力の進展や体力向上に焦点を当てるだけではなく、チーム

ワークや規律、そして生涯にわたって活動的な生活習慣の大切さを教えることにも重点を置いている。

課外活動の運動部もまた確たる要素である。生徒たちはさまざまな活動を専門的に学び、競技会に参

加する機会を得られる。これにより定期的な運動の価値がさらに高まる。そのほかにも学校は通常の

授業以外に、生徒とその家族も同様に参加できる体育の授業や運動会を実施している。こうした活動



は身体を健康にするよう促し、幸福感に対する共同意識や連帯責任感を強くする。日本の自治体もま

た、スポーツイベント、レクリエーションプログラム、利用しやすい公共スペースの提供などを通じ

て運動を積極的に推進している。公園でのスポーツ大会やフィットネス講座といった取り組みは、子

どもとその家族の参加が考慮されたものであり、幼少期以降も継続して定期的な運動と活動的な生活

様式を作り上げることを目的としている。 

 肥満対策における日本の戦略のもう一つの柱は、2005 年に法制化された「食育」基本法である。こ

れは栄養に関する専門知識に重点を置き、心身の充実した幸福増進のために、バランスの取れた食生

活、適切な食習慣、そして食の文化的価値に力を入れている。「食育」が国レベルで栄養教育に関する

標準化された指針を定め、全国で一貫した実施を保証している。この枠組みの中で学校は、栄養教育

をカリキュラムに組み込むことで中心的な役割を果たしている。食育学校給食法は、学校給食は厳格

な栄養基準を満たし、地元産の新鮮な食材を使用しなければならないと規定している。このような政

策は他の多くの国では一般的ではない。欧米諸国に対し日本の学校給食は校内での調理が多く、高品

質な栄養が保証されうる。食品の取り扱いを通して子どもたちは、何が健康的で何がそうでないかを

学び、食事の用意と後片付けに積極的に参加し、最終的に食に対する責任感と敬意が育まれる。この

制度は、子どもたちが毎日少なくとも 1回は栄養価が高く手頃な価格の食事を確実に摂取させ、生涯に

わたる健康的な食生活を身につけさせる。食育をカリキュラムに組み込むことにより子どもたちは、

食材がどこから来たか、調理の方法、伝統的な日本料理の文化的な意味合いなど、食に関する様々な

側面について学ぶ。保護者には健康的な食生活を身につけるよう奨励され、ワークショップや地域の

キャンペーンを通じて食育の理念を家庭の日常に取り入れる支援が行われている。栄養教育を日常生

活に統合することで、授業で学んだことが永続的な行動の変化につながる。文化的な伝統もこのよう

な努力をさらに支持し、食べる量のコントロールや十分に計算された食事といった個人の習慣づけを

促している。これらのことは教育システムと地域社会の取り組みの両方によって強く守られている。 

 健康に関する習慣を早い段階で身につけることは重大な意味をもつ。なぜなら幼少期に取得した習

慣は深く根付き、後々の人生で変えるのは難しいからである。主な戦略に、一貫性のあるルーティン

を確立することと健康的な行いの模範を示すことなどがある。学校への通学に徒歩や自転車を利用す

ることや栄養教育の授業がある日本の生活様式は、幼い頃から健康的な生活習慣を身につけさせるこ

とに役立っている。日本の保健政策は予防と啓発に基づいており、すでに幼少期からの生涯にわたる

健康的な習慣の確立に重点を置いている。このような生涯にわたる習慣形成の戦略は、ドイツにとっ

ても規範となるかもしれない。 

 しかしながら、日本の保健や教育に関する政策が直面する将来の課題には、健康に悪影響を及ぼす

可能性のある高度に加工された食品やインスタント食品の摂取増加、ならびに座りっぱなしの生活が

伴いがちなデジタルメディアやソーシャルメディアの利用拡大がある。全世界の社会と政界は、これ

らの問題に対する解決策を見出さなければならない。 


